[bookmark: _GoBack]【様式１】令和２年度「国際原子力人材育成イニシアティブ事業」共同申請機関一覧

１．代表機関
	補助金交付
申　請　者
	機関の名称
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	〒


	実施責任者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	〒


	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	連絡担当者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


２．参画機関　（※）欄は、補助金の交付を予定する場合のみ記載すること。
	補助金交付
申請者(※)
	機関の名称
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	〒


	実施責任者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	〒


	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	連絡担当者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


３．参画機関　（※）欄は、補助金の交付を予定する場合のみ記載すること。
	補助金交付
申請者(※)
	機関の名称
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	〒


	実施責任者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	〒


	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	連絡担当者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	


４．参画機関　（※）欄は、補助金の交付を予定する場合のみ記載すること。
	補助金交付
申請者(※)
	機関の名称
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	〒


	実施責任者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	所在地
	〒


	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	

	連絡担当者
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
	

	
	メールアドレス
	



※参画機関毎に上記の表を追加すること。
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【様式２】令和２年度「国際原子力人材育成イニシアティブ事業」実施課題提案書
　※下線部に留意した上で記載すること。また、指定がある場合を除き、記載する行数及びページ数は制限しない。

（０－１）拠点形成計画のタイトル（１０～３０字程度）
１０～３０字程度



（０－２）拠点形成計画の概要





（１）コンソーシアムにおいて育成する人材像
育成対象を明確にした上で、実施課題が目標とする魅力的な人材像を掲げること。あわせて、その人材像を掲げた理由、（育成対象のみならず）どういった者にとって魅力があるかという点も記載すること。









（２）（１）を実現するための具体的な取組
①～⑤それぞれについて、詳細に記載すること。ただし①～④全ての機能を記載する必要は必ずしも無いが、より幅広い機能を考慮した場合は加点する。①～④で記載しないものについては「該当無し。」と表記すること。

1 構成機関の相互補完による体系的な専門教育カリキュラムの構築や、講義・実習の高度化・国際化



2 原子力施設や大型実験施設等を有する機関及びこれらの施設の所属する立地地域の原子力教育の充実への寄与



3 国際機関や海外の大学との組織的連携による国際研鑽機会の付与



4 産業界や他分野との連携・融合の促進



5 上記①～④の取組を有効に活用するためのマネジメントシステム



（３）コンソーシアムの体制図（１ページ）
１ページ内に代表機関、参画機関を全て記載し、（２）で記載した取組の役割分担を明記すること。



（４）各機関における推進体制
代表機関、参画機関それぞれについて、（２）①～④で記載した取組を実施するための推進体制（実施責任者及び参加者一覧）を記載すること。これに加え、代表機関を中心として、（２）⑤で記載したコンソーシアム全体のマネジメント推進体制を記載すること。



（５）拠点形成に向けた工程表
令和２年度から令和８年度までの７年間にわたり、（２）①～⑤で記載した取組の具体的な計画を、線表の形式で記載すること。各年度の見積りは様式３に記載すること。



（６）補助期間終了後の実施課題の継続方策
補助期間終了後も実施課題を自立的に継続するための方策について、実施主体となる機関を明示した上で、予算確保の目途（企業との共同研究等、機関外からの資金確保も視野に入れたもの）を中心に、できるだけ詳細に記載すること。



（７）自立的・持続的な人材育成を推進する拠点としての発展性
我が国の原子力分野の人材育成に係る機関連携の中核としての将来的な有望性（アウトカム）を、取組のイメージが明確に分かるかたちで記載すること。



（８）その他
上記１～７の他に、研究開発、人材育成、拠点形成等に関する他の事業の委託費あるいは補助金等（原子力システム研究開発事業、英知を結集した原子力科学技術・人材育成推進事業、原子力産業基盤強化事業等）による取組と有機的に連携し、コンソーシアムとして総合的な人材育成効果が見込まれる場合は、その内容を詳細に記載すること。



【様式３】令和２年度「国際原子力人材育成イニシアティブ事業」要望額書
・別添「原子力人材育成等推進事業費補助金交付要綱」及び「原子力人材育成等推進事業費補助金の取扱いについて」を参考にして、【様式２】実施課題提案書（５）拠点形成に向けた工程表の実施に必要な各年度の見積りと補助金要望額（補助対象経費の合計から収入の合計を控除）を記載すること。
・コンソーシアム内で２機関以上（代表機関及び参画機関）に対して補助金の交付を予定する場合、機関別の見積りの内訳を示すこと。
・経費の妥当性を判断できるよう、積算内訳はできる限り具体的に示すこと。

令和２年度補助金要望額：　　　　（千円）
補助対象経費（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	費　目
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	人件費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	合　計
	
	
	


収入
	区　分
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	利用料収入
	
	
	

	受講料収入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	



令和３年度補助金要望額：　　　　（千円）
補助対象経費（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	費　目
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	人件費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	合　計
	
	
	


収入
	区　分
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	利用料収入
	
	
	

	受講料収入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	



令和４年度補助金要望額：　　　　（千円）
補助対象経費（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	費　目
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	人件費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	合　計
	
	
	


収入
	区　分
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	利用料収入
	
	
	

	受講料収入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	



令和５年度補助金要望額：　　　　（千円）
補助対象経費（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	費　目
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	人件費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	合　計
	
	
	


収入
	区　分
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	利用料収入
	
	
	

	受講料収入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	



令和６年度補助金要望額：　　　　（千円）
補助対象経費（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	費　目
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	人件費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	合　計
	
	
	




収入
	区　分
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	利用料収入
	
	
	

	受講料収入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	



令和７年度補助金要望額：　　　　（千円）
補助対象経費（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	費　目
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	人件費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	合　計
	
	
	


収入
	区　分
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	利用料収入
	
	
	

	受講料収入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	



令和８年度補助金要望額：　　　　（千円）
補助対象経費（支出）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	費　目
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	人件費
	
	
	

	事業費
	
	
	

	合　計
	
	
	


収入
	区　分
	科　目
	補助額（千円）
	積　算　内　訳

	利用料収入
	
	
	

	受講料収入
	
	
	

	その他
	
	
	

	合　計
	
	
	



